
令和２年５月１３日

中部地方整備局

民間活動に合わせた基盤整備調査を機動的に支援！
～令和２年度 第１回 官民連携基盤整備推進調査費の配分～

令和２年度官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業

（官民連携基盤整備推進調査費）第１回募集分について、中部地方整備

局管内から下記の支援事業が決定されましたのでお知らせします。

（詳細は別添２参照）
中部地方整備局管内の支援事業

調 査 名 実施主体

三河港明海地区における新たな価値の創発のた 愛知県
めの基盤整備検討調査

久屋大通（南エリア）の再生に向けた基盤整備 愛知県名古屋市

検討調査

明和町地域における広域観光拠点形成のための 三重県明和町

基盤整備検討調査

配布資料

別添１ ：令和２年度 官民連携による地域活性化のための基盤整備推進

支援事業 第１回実施事業一覧＜中部地方整備局管内分＞

別添２ ：令和2年度第1回実施事業概要

別添３ ：官民連携基盤整備推進調査費の概要

参考資料：国土交通省（本省）プレスリリース資料（抜粋）

※詳細は、国土交通省ホームページをご覧下さい。

http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kanminrenkei.html

配 布 先

中部地方整備局記者クラブ

問合せ先

中部地方整備局 企画部 広域計画課 課 長 山田 裕行
や ま だ ひろゆき

建設専門官 丹羽 隆志
に わ た か し

TEL：052-953-8129 FAX：052-953-8294



事業費 国費

1
三河港明海地区における新たな価値の創発のための
基盤整備検討調査

愛知県 愛知県豊橋市

三遠南信地域の生産活動で発生する大量の金属スクラップを海外に輸出している三河港明海
地区において、中国における廃棄物輸入規制等による世界的な金属スクラップの販売競争に
対応するため、民間事業者によるスクラップの解体分類施設の整備やそれに伴う必要な施設
の設置と合わせて、 ふ頭用地の配置検討、港湾施設の概略設計、ふ頭用地等の管理運営に係
るPPP導入可能性検討を行う。

25,000 12,500

2
久屋大通（南エリア）の再生に向けた基盤整備検討
調査

名古屋市 愛知県名古屋市

栄地区のシンボル空間である「久屋大通」において、有識者懇談会から提言を受けた「久屋
大通のあり方（南エリア部分）」を踏まえ、公園、地下空間、沿道の回遊性を向上し、栄地
区の立地を活かした賑わいや憩いの空間を創出するため、関連する民間事業者による商業施
設等の開発、複合ビルの建て替え等との調整を行いながら、公園の再整備に係る概略設計、
整備・管理運営に係るPPP/PFI導入可能性検討等を行う。

20,000 10,000

3
明和町地域における広域観光拠点形成のための基盤
整備検討調査

明和町 三重県明和町

日本遺産「斎宮」を有し、三重南部地域のゲートウェイとなる当地において、道路・観光情
報の効果的な発信とともに、地域資源を活かした健康増進や観光地域づくりを目指す「ヘル
スツーリズム」の取組の拠点を形成するため、民間事業者による歓迎イベントや地域限定旅
行等の取組と合わせ、新たな道の駅整備に係る駐車場、地域振興施設、公園等の需要調査、
概略設計、整備・管理運営に係るPPP/PFI導入可能性検討等を行う。

20,000 10,000

令和２年度　官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業　第１回実施事業一覧　＜中部地方整備局管内＞

実施計画額（千円）
調査名 実施主体 対象地域 概要

別添１



yamada-m85ae
テキストボックス
  【実施主体名：愛知県】

yamada-m85ae
テキストボックス
 別添２







民間事業の意思決定のタイミングにあわせて、機を逸することなく、基盤整備を進めるため、地方公共団体が行う事業化の検討
を支援。特に、PPP/PFIの推進に資する調査等を重点支援。

○官民連携基盤整備推進調査費の概要

支援内容

基盤整備 民間事業活動【凡例】

①施設整備の内容に関する調査

（基礎データ収集、需要予測、概略設計、整備効果検討等）

②上記①で調査した施設の整備・運営手法に関する調査

（PPP/PFI導入可能性検討、VFM算定等）
※国土交通省所管の道路、海岸、河川、港湾、都市公園、市街地整備、空港等の公共土木施設

【配分先】
地方公共団体（都道府県・市町村等）

【補助率】
１／２

【支援内容】
民間の設備投資等と一体的に実施する基盤整備※の事業化の検討を支援

• PPP/PFIの推進に資する調査

• 広域的な観光又は交流拠点形成の促進に係る調査

【重点支援する調査】

〈事例〉交通結節機能強化のための駅周辺整備の検討

〈事例〉広域観光拠点整備の検討

別添３



 

 

 

 

令 和 ２ 年 ５ 月 13 日 

国土政策局広域地方政策課 

 

民間活動に合わせた基盤整備調査を機動的に支援！ 
～令和２年度 第１回 官民連携基盤整備推進調査費の配分～ 

 

国土交通省は、１月20日（月）～２月14日（金）に案件募集をした「官民連携基盤整備推進調

査費（第１回募集分）」について、別添１のとおり、地方公共団体が実施する15件の調査案件

の支援を決定しました。 
 
 

各地域の個性や強みを活かし、特色ある地域の成長を図るためには、官民が連携し、民間の設備投資

等と官による基盤整備を一体的に行うことが必要です。 

本事業は、官民連携による広域的な地域戦略に資する社会基盤整備を推進するため、民間の設備投資

等と一体的に実施する基盤整備の事業化検討を支援するための制度です。 

（配分先：地方公共団体、補助率：1/2） 

 

【添付資料】 

 ・別添１ 令和２年度第１回実施事業一覧 

 ・別添２ 令和２年度第１回実施事業概要 

 ・別添３ 官民連携基盤整備推進調査費の概要 

 

【その他】 

・募集情報や過去の実施例等は以下をご覧下さい。 

国土交通省HP「官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業」 

（http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kanminrenkei.html） 

 

【問合せ先】 
 国土政策局広域地方政策課調整室 
 専門調査官 近藤、成田 

主査 植田、森倉 
  代表：03-5253-8111（内線29-914、29-916、29-924）
  直通：03-5253-8360 
  F A X：03-5253-1572 

参考資料 




